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※ 注意事項

Ⅸ 主要な施策の成果
Ⅹ 東広島市水道事業会計決算
Ⅺ 東広島市下水道事業会計決算

1 事業名に付いている記号について（Ⅸのみ）

新 ・・・平成28年度新規事業

・・・事業名を複数事業で複合的に掲載している場合は
その細目事業名を列挙。

・・・事業内で特に重点的に実施したもの。

2 予算額及び決算額について

事業名の最上段に記載した取組の金額を積み上げています。

・・・H27-H28繰越額を含み、H28-H29繰越額を除いた予算額

・・・H27-H28繰越額を含んだ決算額

「・」

「○」

 予算額

 決算額



Ⅰ　会計別決算の状況

（単位：千円）

Ｃ

Ｄ

※水道事業会計、下水道事業会計及び財産区（管理会）特別会計を除く。

※｢合計｣欄の数値及び差引額は、各会計別の端数整理によりその計と一致しないことがある。

Ⅱ　一般会計（歳出）の伸び率の推移
（単位：％）

実 質 収 支
（Ａ－Ｂ）

翌 年 度 へ 繰 り 越
（Ｃ－Ｄ）

す べ き 財 源

一 般 会 計 75,267,913 73,173,368
2,094,545        

481,532           

会 計 名 歳 入 Ａ 歳 出 Ｂ

形 式 収 支

0                       
貸 付 事 業 0                       

1,613,013        

特

別

会

計

住 宅 新 築 資 金 等
4,812 4,812

0                       

特 定 地 域 生 活
11,356 11,356

0                       
0                       

排 水 処 理 事 業 0                       

ひ が し ひ ろ し ま
10,985 10,985

0                       
0                       

墓 園 管 理 事 業 0                       

産 業 団 地 造 成 事 業 671,036 671,036
0                       

0                       
0                       

寺家地区土地区画整理事業 618,956 554,976
63,980             

0                       
63,980             

国 民 健 康 保 険
6,839 6,839

0                       
0                       

（ 直 営 診 療 施 設 勘 定 ） 0                       

国 民 健 康 保 険
18,730,090 18,658,241

71,849             
71,849             

（ 事 業 勘 定 ） 0                       

介 護 保 険
12,112,465 11,893,715

218,750           
218,750           

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 0                       

後 期 高 齢 者 医 療 1,749,729 1,694,640
55,089             

55,089             
0                       

合 計 109,248,526 106,744,313
2,504,213        

827,220           
1,676,993        

介 護 保 険
64,345 64,345

0                       
0                       

（介護サービス事業勘定） 0                       

伸 び 率 2.8 △ 0.9 11.1 △ 1.7

年 度 H19 H20 H21 H22

0.5 △ 1.1 5.3 3.9 1.4 △ 5.6

H24 H25 H26 H27 H28H23
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Ⅲ　一般会計款別の内訳（歳入）

平成28年度 平成27年度

決  算  額 決  算  額

30,858,322 41.0 29,089,515 36.4 1,768,807 6.1

649,481 0.9 654,227 0.8 △4,746 △0.7

28,031 0.0 52,410 0.1 △24,379 △46.5

90,000 0.1 144,646 0.2 △54,646 △37.8

49,322 0.1 130,829 0.2 △81,507 △62.3

3,356,466 4.4 3,699,027 4.6 △342,561 △9.3

121,011 0.2 128,877 0.2 △7,866 △6.1

153,377 0.2 157,460 0.2 △4,083 △2.6

141,501 0.2 130,154 0.2 11,347 8.7

9,613,755 12.8 10,807,664 13.5 △1,193,909 △11.0

28,307 0.0 30,618 0.0 △2,311 △7.5

1,724,393 2.3 1,651,342 2.1 73,051 4.4

1,082,943 1.4 1,044,748 1.3 38,195 3.7

10,300,547 13.7 10,259,090 12.8 41,457 0.4

5,239,809 7.0 5,238,000 6.5 1,809 0.0

271,543 0.4 193,021 0.2 78,522 40.7

18,290 0.0 585,862 0.7 △567,572 △96.9

1,292,586 1.7 1,234,035 1.5 58,551 4.7

2,490,442 3.3 3,068,948 3.8 △578,506 △18.9

2,261,592 3.0 2,114,003 2.6 147,589 7.0

5,364,200 7.1 9,490,000 11.9 △4,125,800 △43.5

75,267,913 100.0 80,030,563 100.0 △4,762,650 △6.0

繰 越 金

県 支 出 金

市 町 村 助 成 交 付 金

地 方 交 付 税

合　　　計

諸 収 入

市 債

国 庫 支 出 金

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

交通安全対策特別交付金

国 有 提 供 施 設 等 所 在

区　　　　　　分

市 税

配 当 割 交 付 金

131,995

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

構成比

（単位：千円、％）

0.2126,087

構成比

4.75,9080.2

増　減　額 増減率
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Ⅳ　一般会計款別歳入構成

（単位：千円）

総 額

100.0%

(75,267,913)

特 定 財 源
35.7%

(26,834,463)

地方交付税
12.8%

(9,613,755)

市 税
41.0%

(30,858,322)

市 債
1.8%

(1,351,400)

地方消費税交付金
4.4%

(3,356,466)

地 方 譲 与 税
0.9%

(649,481)

繰 入 金
0.8%

(617,665)
国 庫 支 出 金

0.2%
(167,726)

自動車取得税交付金
0.2%

(153,377)
地方特例交付金

0.2%
(141,501)
そ の 他

0.9%
(703,877)

市 債
5.3%

(4,012,800)

諸 収 入
2.8%

(2,138,298)

分担金及び負担金
2.3%

(1,713,454)

一 般 財 源
64.3%

(48,433,450)

使用料及び手数料
1.3%

(1,038,542)
繰 入 金

0.9%
(674,921)
財 産 収 入

0.4%
(234,637)
寄 附 金

0.0%
(18,290)

繰 越 金
1.1%

(819,880)

国 庫 支 出 金
13.5%

(10,132,821)

繰 越 金
2.2%

(1,670,562)

県 支 出 金
7.0%

(5,200,138)
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Ⅴ　一般会計款別の内訳（歳出）

平成28年度 平成27年度

決  算  額 決  算  額

議 会 費 436,830 0.6 464,103 0.6 △27,273 △5.9

総 務 費 8,408,287 11.5 13,009,987 16.8 △4,601,700 △35.4

民 生 費 24,021,731 32.8 23,442,050 30.2 579,681 2.5

衛 生 費 5,221,072 7.1 4,502,299 5.8 718,773 16.0

労 働 費 273,411 0.4 269,865 0.3 3,546 1.3

農 林 水 産 業 費 2,126,086 2.9 2,249,865 2.9 △123,779 △5.5

商 工 費 2,122,278 2.9 2,461,175 3.2 △338,897 △13.8

土 木 費 8,765,444 12.0 8,320,369 10.7 445,075 5.3

消 防 費 3,110,325 4.3 3,010,125 3.9 100,200 3.3

教 育 費 9,036,528 12.3 9,060,877 11.7 △24,349 △0.3

災 害 復 旧 費 322,993 0.4 129,646 0.2 193,347 149.1

公 債 費 8,120,923 11.1 10,360,461 13.4 △2,239,538 △21.6

諸 支 出 金 1,207,460 1.7 259,300 0.3 948,160 365.7

合     計 73,173,368 100.0 77,540,122 100.0 △4,366,754 △5.6

（単位：千円、％）

構成比区     分 構成比 増　減　額 増減率
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Ⅵ　一般会計款別歳出構成

（単位：千円）

総 額

100.0%

(73,173,368)

民 生 費
32.8%

(24,021,731)

教 育 費
12.3%

(9,036,528)

公 債 費
11.1%

(8,120,923)

土 木 費
12.0%

(8,765,444)

総 務 費
11.5%

(8,408,287)

衛 生 費
7.1%

(5,221,072)

消 防 費
4.3%

(3,110,325)

議 会 費
0.6%

(436,830)

諸 支 出 金
1.7%

(1,207,460)

災害復旧費
0.4%

(322,993)
労 働 費

0.4%
(273,411)

商 工 費
2.9%

(2,122,278)

農林水産業費
2.9%

(2,126,086)
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Ⅶ　一般会計性質別歳出の内訳

平成28年度 平成27年度

決  算  額 決  算  額

14,053,813 19.2 14,258,265 18.3 △204,452 △1.4

14,595,735 20.0 13,563,167 17.5 1,032,568 7.6

8,053,538 11.0 10,287,043 13.3 △2,233,505 △21.7

36,703,086 50.2 38,108,475 49.1 △1,405,389 △3.7

12,345,095 16.9 15,367,932 19.8 △3,022,837 △19.7

321,247 0.4 130,045 0.2 191,202 147.0

12,666,342 17.3 15,497,977 20.0 △2,831,635 △18.3

307,465 0.4 786,282 1.0 △478,817 △60.9

196,349 0.3 21,630 0.0 174,719 807.8

1,398,000 1.9 1,498,000 2.0 △100,000 △6.7

5,344,732 7.3 6,734,961 8.7 △1,390,229 △20.6

7,246,546 9.9 9,040,873 11.7 △1,794,327 △19.8

8,649,423 11.8 8,303,614 10.7 345,809 4.2

1,593,567 2.2 1,364,398 1.7 229,169 16.8

6,314,404 8.6 5,224,785 6.8 1,089,619 20.9

16,557,394 22.6 14,892,797 19.2 1,664,597 11.2

73,173,368 100.0 77,540,122 100.0 △4,366,754 △5.6合　　　　　計

区　　　　　分 構成比 構成比

災 害 復 旧 事 業 費

投 資 的 経 費 計

積 立 金

そ の 他 の 行 政 経費
計

人 件 費

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

補 助 費 等

扶 助 費

公 債 費

義 務 的 経 費 計

普 通 建 設 事 業 費

増　減　額 増減率

（単位：千円、％）

維 持 補 修 費

投融資関係経費 計

物 件 費

繰 出 金
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Ⅷ　一般会計性質別歳出構成

（単位：千円）

総 額

100.0%

(73,173,368)

扶 助 費

20.0%

(14,595,735)

人 件 費

19.2%

(14,053,813)

公 債 費
11.0%

(8,053,538)

義務的経費
50.2%

(36,703,086)

普通建設事業費
16.9%

(12,345,095)

投資的経費
17.3%

(12,666,342)

繰 出 金
7.3%

(5,344,732)

物 件 費
11.8%

(8,649,423)

補 助 費 等
8.6%

(6,314,404)

投融資関係経費
9.9%

(7,246,546)

その他の行政経費
22.6%

(16,557,394)

維持補修費
2.2%

(1,593,567)

貸 付 金
1.9%

(1,398,000)

積 立 金

0.4%

(307,465)

投資及び出資金
0.3%

(196,349)

災害復旧費
0.4%

(321,247)
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１　個の力が発揮でき、人の力で発展していくまち　－人づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

人権啓発及び男女共同参画の推進

10,768

9,145

学校教育推進事業

27,841

26,943

学校の元気応援事業

17,806

17,437

新 ＩＣＴ機器を活用した情報教育の推進

15,832

13,140

（仮称）寺西第二小学校の建設

1,092,538

1,084,306

教育相談体制の充実

10,848

10,806

生涯学習の充実

・生涯学習活動事業

・生涯学習センター管理運営事業 272,267

・生涯大学システム運営事業 265,376

スポーツ施設の整備

○（仮称）黒瀬多目的グラウンド整備

88,220

88,220

スポーツの振興

新 ○機会の創出やきっかけ作り

新 ○インターハイの開催 18,005

新 ○推進計画の策定 15,271

コミュニティづくりの推進

23,329

22,430

　過大規模となっている寺西小学校について、新たに
龍王小学校を設置することによって、教育環境の改善
を図るため、整備を進めました。 学校教育部

教育総務課

Ⅸ　主要な施策の成果

①一人ひとりの人権が大切にされる共生のまち

②新しい時代を担うこどもたちを育むまち

学校教育部
教育総務課

　幼稚園・小中学校の幼児児童生徒一人ひとりの可能
性を最大限に発揮させるための事業を継続的に実施
し、活力に満ちた学校教育の創造と教職員の資質向上
を図りました。

生活環境部
人権男女共同
参画課

事業名 実施内容とその成果 担当課

　市民の自主性を基本とした住民参加によるコミュニ
ティ活動を支援するため、その活動の拠点となる集会
施設の整備に係る支援等を実施し、地域におけるコ
ミュニティづくりの推進を図りました。

　人権尊重・男女共同参画のまちづくりを推進するた
め、人権フェスティバル等の人権課題を身近に感じら
れる行事や、男女共同参画のまちづくり講演会、ワー
クライフバランス出前講座等を実施し、意識の向上を
図りました。

④豊かで多様な人間関係が広がるまち

学校教育部
指導課

生活環境部
地域づくり推進課

　市民ニーズや地域課題の解決に対応した多様な講座
を実施することで、市民の生涯学習活動を支援すると
ともに、生涯学習施設を利用しやすい環境に整え、生
涯学習推進体制の強化を図りました。

生涯学習部
生涯学習課

③自らの興味・関心に応じていつまでも学び、活躍できるまち

　学校の魅力アップ推進事業として、魅力ある学校図
書館づくりや一校一和文化学習の充実等を図るための
学校支援を行いました。また、経験豊富な退職教員を
学校へ派遣し、質の高い授業の実施と教員の指導力向
上を図りました。

学校教育部
指導課

　電子黒板に加え、タブレット端末を小学校に計267
台、中学校に計135台導入するなど、ＩＣＴ機器によ
る児童生徒の学習意欲や理解力の向上、授業の効率化
や教師の授業改善意欲の向上を図りました。

　スポーツを始めるきっかけや取り組む意欲の向上を
図るため、トップアスリートふれあい事業等の様々な
行事を行いました。また、全国高等学校総合体育大会
のレスリング及びサッカー競技の開催や、スポーツ推
進計画の策定を行いました。

生涯学習部
スポーツ振興課

　心のサポーターを市内全小中学校に派遣するととも
に、不登校など課題を有する児童生徒及びその保護者
等を対象にスクールソーシャルワーカーによる家庭支
援を行いました。

学校教育部
青少年育成課

　安全で快適に利用できる市民スポーツ活動の場を提
供し、市民スポーツ活動の振興を図るため、（仮称）
黒瀬多目的グラウンドの整備を進めました。 生涯学習部

スポーツ振興課
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２　安全で安心な暮らしを地域で支えあうまち　－安心づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

少子化対策の推進

4,030

3,929

新 妊娠・出産・育児期支援の充実

11,136

7,735

乳幼児等医療費支給の拡充

325,813

320,924

病児・病後児保育の実施

39,516

37,844

放課後児童クラブの充実

○高学年児童の受入推進

新 ○民間クラブへの運営助成 429,715

402,056

生活習慣病重症化予防対策の推進

新 ○糖尿病重症化予防フォローアップ

新 ○生活習慣病治療中断者受診勧奨 953

948

地域医療に必要な医師の確保

新 ○小児科新規開業支援

10,000

10,000

休日診療所の充実

新 ○夜間・休日急患センター設置の検討

44,797

38,917

住民主体による介護予防の推進

○地域介護予防事業

9,773

8,841

地域包括ケア体制構築の推進

59,909

58,669

新 福祉・介護人材育成の連携推進

500

179

地域共生のまちづくりの推進

63,686

59,202

　地域住民が主体的に介護予防に取り組む「通いの
場」が新たに43か所立ち上がり、51か所の「通いの
場」への支援を通して地域づくりによる介護予防の取
組みを推進しました。また、280か所の地域サロンの
運営助成を行いました。

健康福祉部
健康増進課

　高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した生活
を営めるよう、在宅医療・介護の連携推進、生活支援
体制の整備、認知症施策の推進、地域ケア会議の運営
等に取り組みました。

健康福祉部
高齢者支援課

　休日における初期救急医療機関として市民の健康保
持を担うとともに、夜間の初期救急診療にも対応でき
るよう、夜間・休日急患センター設置に向けての検討
委員会を４回開催しました。

健康福祉部
健康増進課

担当課

　糖尿病重症化予防事業の終了者に対し、生活習慣の
自己管理能力の維持向上を目的とした保健指導を行う
とともに、治療中断者には受診勧奨を行うことによ
り、疾病の重症化予防と医療費適正化を図りました。

健康福祉部
国保年金課

実施内容とその成果

　子育て世帯における経済的負担の更なる軽減を図る
ため、乳幼児等の入院に係る医療費支給の対象を、中
学３年生まで拡大しました。 こども未来部

こども家庭課

　病中・病後期の児童を家庭で保育できない場合に、
医療機関に併設した施設（2か所）において、一時的な
保育を実施しました。 こども未来部

保育課

　地域で必要な福祉・介護人材を地域で育て、地域で
活躍できる仕組みを構築するため、黒瀬高校及び広島
国際大学と市が連携し、将来を担う人材育成に取り組
み、広く市民へ啓発するために福祉講演会を開催しま
した。

健康福祉部
高齢者支援課

　障害の有無にかかわらず、すべての人にとって暮ら
しやすい社会を実現するため、障害者計画の策定や在
宅医療・介護の連携推進、相談支援、虐待対策、啓発
事業等を行いました。

健康福祉部
障害福祉課

　新たに出産・育児サポートセンターを設置し、保健
師等によるきめ細かな相談支援を行うとともに、産後
の心身のケアや育児サポート等を行う産後ケア事業を
実施しました。

こども未来部
こども家庭課

①安心して子どもを生み、育てられるまち

健康福祉部
健康増進課

②安心して健康に暮らせる支えあいのまち

　若い世代の結婚・妊娠・出産・育児に対するポジ
ティブな意識醸成を図るため、婚活支援セミナーを４
回、大学生向けのセミナーを１回、大学生等の意見を
反映させた「こども未来フェスタ」を開催しました。

こども未来部
こども家庭課

　保護者が安心して就労できる環境を整えるため、黒
瀬及び安芸津地域の放課後児童クラブで高学年児童の
受入れを開始したほか、民間クラブ２事業者への運営
助成を行いました。

こども未来部
保育課

　子育て世代が安心して子育てできるよう、小児医療
体制の充実を図るため、市民ニーズの高い小児科診療
所（1診療所）の新規開業を支援しました。

事業名
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防犯推進事業

61,643

58,907

災害対策事業

新 ○ハザードマップの改定

33,199

30,382

自主防災組織育成事業

新 ○自主防災組織育成講座・講演会の開催

新 ○防火防災訓練災害補償等共済制度への加入 17,105

○資機材の貸与 11,928

港湾施設長期保全事業

167,620

167,312

橋梁長期保全事業

143,303

136,480

消防水利整備事業

69,034

68,850

消防車両の整備

・常備消防車両等整備事業（東広島消防署）

・常備消防車両等整備事業（大崎上島消防署） 267,683

267,680

消防団施設の充実強化

53,359

52,729

　道路橋の老朽化に対応するため、橋梁の点検結果に
基づき計画的に修繕を行い、橋梁の長寿命化と維持管
理費の平準化及び縮減を図りました。 建設部

維持課

　地域防災力の要となる自主防災組織の設立を支援し
ました。また、地域で積極的に展開される防災講座、
訓練等への支援を通じ、「自助」及び「共助」の面か
ら地域の防災意識を醸成し、防災力の向上に努めまし
た。

総務部
危機管理課

③災害や犯罪などのリスクに強い安全なまち

　安全・安心なまちづくりを推進するため、防犯カメ
ラ５基の新設や、防犯灯の維持管理等を行うととも
に、警察署や防犯・暴力追放関係団体と連携した啓発
活動を実施しました。

総務部
危機管理課

　市民の生命や身体等を災害から守るため、ハザード
マップの改定、総合防災訓練の実施等により、防災体
制の確立を図りました。 総務部

危機管理課

　第四方面隊川上分団（八本松町）の狭隘で老朽化し
た４か所の格納庫を１か所に集約した統合格納庫を新
築するとともに、第五方面隊志和堀分団（志和町）の
消防ポンプ自動車を更新しました。

消防局
消防総務課

　老朽化が進む港湾施設の計画的な維持管理を行い、
港湾施設を長寿命化することにより、維持管理費の縮
減を図りました。 建設部

河川港湾課

　はしご付消防自動車1台（東広島消防署）、消防ポン
プ自動車２台（西分署・大崎上島消防署）を更新しま
した。 消防局

警防課

　耐震性貯水槽5基の整備と測量設計、消火栓12基の
新設と23基の更新を行いました。

消防局
警防課
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３　環境と調和した生活しやすいまち　－快適づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

市営住宅建設事業

79,028

78,010

計画的な市街地誘導によるまちづくり

7,400

6,148

都市公園の整備

274,310

271,048

寺家新駅周辺市街地の整備

・寺家地区土地区画整理事業

・寺家地区土地区画整理事業関連公共事業 2,252,952

・寺家地区地区計画整備事業 2,008,168

公共交通の充実

1,198,600

943,202

市道の整備

1,485,305

1,347,475

街路の整備

625,562

620,678

安全で快適な生活環境の保全

・環境保全事業

・小型浄化槽設置整備事業 138,466

102,017

地球温暖化対策の推進

新

34,783

31,947

ごみのポイ捨て・不法投棄の防止

・公衆衛生推進団体育成支援事業

・環境美化及び保護事業 32,083

・ごみ不法投棄対策事業 30,702

ごみの資源化及び減量化の計画的な推進

・広島中央環境衛生組合負担金

・固形状一般廃棄物処理事業 3,293,477

3,240,215

②だれもが移動しやすいまち

　バス路線の維持・確保と利便性向上を目的として、
地域公共交通再編実施計画を策定したほか、公共交通
網の構築を目的としてＪＲ寺家駅を整備するととも
に、公共交通機関等の利用促進のための取組みを行い
ました。

政策企画部
政策推進課

　安全で利便性の高い道路通行サービスを提供するた
め、市道土与丸上三永線等の幹線道路及び生活道路の
整備を行いました。 建設部

道路建設課

③環境にやさしいまち

　水質汚染の現状調査や水質汚染を防止するため、公
共用水域等の水質検査、工場等からの排水検査及び水
質に関する環境学習等を行いました。また、生活排水
による公共用水域の水質汚濁を防止するため、小型浄
化槽の設置を推進しました。

都市部
都市計画課

事業名 実施内容とその成果 担当課

　既存市営住宅の適正なマネジメントと質の向上を図
るため、向原及び新向原住宅において住戸改善・長寿
命化工事等を実施しました。

　都市の骨格となる道路ネットワークの構築を図るた
め、都市計画道路西条中央巡回線、吉行泉線及び丸山
楢原線の整備を進めるとともに、新たに寺家中央線の
整備に着手しました。

都市部
都市整備課

　平成29年３月に開業したＪＲ寺家駅を中心として、
新しい都市の拠点機能を形成するため、自由通路、駅
前広場、宅地造成等の整備を行いました。 都市部

区画整理課

　住宅のスマートハウス化支援や、スマートコミュニ
ティ実現に向けた調査検討等を行いました。また、新
たに産学官民からなるＳ-ＴＯＷＮプロジェクトの立ち
上げや、環境イベントの開催支援等の市民啓発活動を
行いました。

生活環境部
環境対策課

生活環境部
環境対策課

建設部
住宅課

①魅力ある住環境の整ったまち

　緑豊かな市民の安らぎ・憩いの場を充実させるた
め、東広島運動公園及び龍王山総合公園の整備を行い
ました。 都市部

都市整備課

　良好な居住環境や景観形成につながるよう、地域と
の協働により、計画的なまちづくりを推進しました。

○スマートコミュニティ実現に向けた調査検討業務

　家庭から排出される廃棄物の適正かつ計画的な収集
を行うとともに、ごみの減量化・資源化を推進するた
めの施策を展開し、循環型社会意識の高揚を図りまし
た。また、広島中央環境衛生組合の運営費の一部を負
担しました。

生活環境部
廃棄物対策課

生活環境部
廃棄物対策課

　「ポイ捨てごみ０（ゼロ）のまち」・「日本一きれ
いなまち」を目標に、ごみのポイ捨てや不法投棄のさ
れにくい「環境づくり」・「意識づくり」を推進しま
した。
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文化財施設等の整備

○史跡三ッ城古墳保存修理

○（仮称）西条本町歴史広場整備 26,826

○史跡活用事業 26,301

美術館の整備

○基本設計業務

29,311

29,215

　指定文化財の保全と活用を図るとともに、見学者の
安全を確保するため、指定文化財の修繕や、文化財施
設（説明板等）の修繕・新設を行いました。 生涯学習部

文化課

④東広島らしさを継承し、創造できるまち

　「文化・芸術・交流ゾーン」の拠点性向上に資する
文化芸術の核として、優れた文化芸術に接するととも
に、文化芸術活動へ参加する機会を広げるため、新た
な美術館の整備に向けた基本設計業務等を行いまし
た。

生涯学習部
文化課
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４　交流が盛んなにぎわいのあるまち　－活力づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

農業の担い手育成

237,256

213,218

農業・農村環境の保全

184,390

184,207

農業・農村の活性化

新 ○新規園芸就農者経営基盤強化事業

新 ○直売所等消費者アンケート調査 35,711

35,503

中小企業の事業高度化支援

新 ○食品加工産業育成支援事業

新 ○クラウドファンディング普及啓発促進事業 18,948

新 ○３Ｄプリンタ研究会事業 14,831

企業誘致の促進

新 ○新たな産業団地の整備検討

713,831

660,238

産業団地整備

・寺家地区産業団地造成事業

・志和流通団地造成事業 649,443

646,442

日本酒の普及促進

○広島ブランドショップTAUでのイベント開催

○日本酒条例サミットｉｎ京都への参加 4,611

新 ○台湾でのプロモーション 4,348

ため池水路整備事業

165,601

158,648

大学連携の推進

4,173

3,825

新 大学連携型CCRC構想の検討

5,151

3,644

産学金官の連携促進

16,216

16,074

学生の地元就職の促進

新 就業体験促進事業

6,081

4,798

　大学・試験研究機関、産業支援機関及び金融機関等
と密接なネットワークを築くことにより、本市の強み
である多種多様な知的資源を活用した、付加価値の高
い技術や製品の開発、販路拡大等を促進する事業を展
開しました。

産業部
産業振興課

　「生涯活躍のまち」を実現するため、大学が立地す
る強みを活かした大学連携型ＣＣＲＣの構築を目指
し、広島国際大学、東広島市社会福祉協議会、黒瀬高
校と市が研究会を立ち上げて検討を進め、基本構想を
策定しました。

政策企画部
政策推進課

　様々な分野における大学との連携や、学会等の開催
助成を行う等大学との連携強化を図るとともに、学園
都市づくり交流会議において、大学・学生と地域との
交流・連携の促進に取り組みました。

政策企画部
企画課

産業部
産業振興課

　ため池及び水路の改良事業を実施するとともに、県
営ため池整備事業に対する費用負担を行い、効率的か
つ安定的な農業経営に資する農業基盤の整備を推進し
ました。

建設部
河川港湾課

　「日本酒のまち　東広島」の認知度向上や日本酒の
販路拡大を図るため、広島ブランドショップＴＡＵで
のイベント開催や日本酒条例サミットへの参加及び台
湾でのプロモーション等を実施しました。

産業部
商業観光課

　経済の活性化や雇用機会の増大を図るため、従来の
企業誘致・留置活動のほか、企業立地助成金の拡充や
優遇税制を実施しました。また、新産業団地の販売促
進プロモーションを推進し、新たな産業団地の整備に
ついて検討を行いました。

産業部
産業振興課

産業部
園芸センター

産業部
産業振興課

　農地、水路及び農道等の維持管理や機能向上のため
の地域共同活動を支援し、農業・農村環境の保全を図
りました。また、畦畔管理の軽減や景観形成の推進を
図るため、シバザクラ等の植栽に係る資材費等の一部
を助成しました。

産業部
農林水産課

　集落法人の設立と経営発展、担い手への農地集積等
を支援することにより、農業の担い手の育成を図りま
した。 産業部

農林水産課

実施内容とその成果

①地域特性を活かした活力とにぎわいのあるまち

　就農時に必要となる施設等に対する支援により、園
芸就農者の経営の安定を図りました。また、農業所得
の向上及び地産地消の推進を図るため、ＦＭ東広島で
直売所情報を広報しました。

　新製品・新技術開発や販路開拓、新分野進出等に取
り組む、ものづくり中小企業を支援し、ものづくり産
業の競争力強化を図りました。

事業名 担当課

②大学や試験研究機関などの知的資源を活かしたまち

産業部
産業振興課

　本市で学ぶ学生の市内企業への就職率を向上させる
ため、就業体験を基に学生自身が企業の魅力に触れ、
その情報を発信することで企業の認知度を上げ、就職
に結びつける広報型インターンシップ事業「地域マイ
スター留学」を実施しました。

　新たな企業用地を確保するため、寺家地区（広島県
との共同事業）及び志和流通団地内（独自事業）に産
業団地を整備しました。
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（仮称）「道の駅　西条」の整備

6,412

5,851

新 移住・定住の促進

29,906

26,985

多文化共生の推進

25,282

25,088

観光の振興

○観光プロモーションの推進

○観光客受入れ体制の整備 85,590

○観光振興事業への支援 83,691

　観光客の誘致促進や、滞在時間の延長を図るため、
酒蔵等のライトアップをはじめ、地域資源を活かした
魅力的な観光地づくりや観光客受入体制の整備を図る
とともに、積極的な観光ＰＲを実施しました。

産業部
商業観光課

　本市の観光資源や特産品の魅力発信など、本市が目
指す地方創生に資する道の駅の施設整備手法について
検討しました。 政策企画部

政策推進課

政策企画部
市政情報課

　首都圏をはじめとした市外から東広島市への移住・
定住を促進するため、定住フェア、ＰＲ情報誌及び特
設Wｅｂサイトなどにより本市の特色や魅力について
情報発信を行ったほか、移住希望者のための相談窓口
を設置しました。

④交流が活発なまち

　多文化共生社会の形成を促進するため、多言語によ
る相談や生活情報の提供等外国人市民への生活支援に
取り組むとともに、異文化理解を図るための国際交流
事業等を行いました。

政策企画部
企画課

③にぎわいのある拠点のあるまち
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５　新たな発想を活かした自立と協働のまち　－自立のまちづくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

選挙啓発の推進

1,577

1,501

市民協働のまちづくりの推進

173,116

172,221

市民協働センターの管理運営

11,822

11,760

地域センター管理運営・改修

・地域センター管理運営事業

・地域センター改修事業 399,341

396,043

職員研修の実施

○各種研修、自己啓発促進 等

新 ○キャリアステップアップ研修 11,113

新 ○育休サポートセミナー 10,232

電算処理システムの管理運営

644,332

626,055

主要事業の総合調整

○中央生涯学習センター跡地活用

10,851

10,391

公共施設の適正配置の推進

6,061

6,059

収納率向上の取組み

・市税収納事務

・保険税収納事務 71,145

68,117

新 （仮称）北部学校給食センターの建設

1,242,905

1,239,361

　昭和50年代後半から数多く整備されてきた公共施設
の建替えや大規模修繕に備えて、マネジメント計画を
策定しました。また、効率的な施設管理の基礎資料と
するため、簡易劣化診断を実施しました。

財務部
管財課

②信頼される行政経営

　市民アンケートや民間事業者調査などを行い、中心
市街地の「賑わい」・「生活利便」・「交流」の創出
に繋げることを軸とした中央生涯学習センター跡地活
用の方向性を整理しました。

政策企画部
政策推進課

総務部
職員課

　職員の資質・士気・能力の向上と組織の活性化を図
るため、各種研修及び自己啓発の促進に取り組みまし
た。また、職員のキャリア形成を目的とした研修や女
性活躍推進の取組みとして、育児休業取得職員のサ
ポートセミナーを実施しました。

　18歳選挙権の施行を見据え、社会福祉や教育関係等
の幅広い分野の団体で再構築した明るい選挙推進協議
会と連携し、高校生や若年層を対象とした出前講座等
を通して、主権者としての意識向上に取り組みまし
た。

選挙管理委員会
事務局

　市民協働のまちづくりを推進するため、全市の拠点
として整備した市民協働センターについて、各種講
座・イベントの開催を通じた交流促進等、運営の充実
を図りました。

生活環境部
地域づくり推進課

　市民協働のまちづくりを推進するため、住民自治協
議会等の地域づくりに関する活動の拠点として、地域
センターの管理運営及び改修等を行いました。 生活環境部

地域づくり推進課

　市民協働のまちづくりを推進するため、住民自治協
議会への支援をはじめとし、地域おこし協力隊の配置
等、活発な市民活動による地域活性化を図るための各
種支援事業を実施しました。

生活環境部
地域づくり推進課

①市民と行政のパートナーシップづくり

事業名 実施内容とその成果 担当課

　児童生徒の増加、減少による給食提供数の変動に対
応しつつ、安全・安心で美味しい給食を提供するた
め、既存学校給食センターを統合して東広島北部学校
給食センターを新設することとし、本体建築等の整備
を進めました。

学校教育部
学事課

　業務システム・情報機器等の運用保守を行うととも
に、業務システムのマイナンバー対応、新内部情報系
システムの構築、ホームページの再構築及び自治体情
報セキュリティ強化業務を実施しました。

政策企画部
市政情報課

　市税収入の安定と税負担の公平性を確保するため、
納期内納付の促進や積極的な滞納整理等、滞納税を減
少させるための施策に取り組み、収納率の向上を図り
ました。

財務部
収納課
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１　決算の特徴

①安全な飲料水の確保 安　心

　安全で良質な水を安定的に供給するという水道事業の使命を果たすべく、水質管理を徹底し、

水質異常の早期発見に努めました。

（決算額） （最終予算額）

　○ 水質検査業務、管末水質監視業務 56,789 60,627

　○ 浄水場管理業務、巡回点検業務 17,356 17,395

　○ 水道施設機械警備業務 14,432 14,436

　○ 水源監視業務 841 1,470

②水道施設の整備・更新 安　定

　要望に基づき、真に給水を必要としている地域の配水管整備等を行うほか、計画に基づく管路

の更新工事を実施するとともに、施設の整備、更新及び耐震化を進めました。また、重要度の高

い施設の点検を計画的に行い、施設の延命化を図りました。

　○ 上水道拡張工事 45,885 59,278

　　　（配水管布設４地域） 84,650 85,865 ※H27-28繰越事業

　○ 施設拡張工事 92,179 92,179

　○ 管路更新工事 87,724 87,725

118,389 136,245 ※H27-28繰越事業

　○ 基本計画書修正・変更認可図書作成業務 18,360 18,360

　○ 水道施設点検業務 4,134 10,087

③水道事業経営の健全化 持　続

　経営基盤の強化に向け、有収率向上のための漏水調査を行うとともに、経営の更なる健全化、

効率化を目指しました。

　○ 漏水調査業務 3,151 4,868

　○ 管路状況調査業務 248 1,119

　○ 滞納整理等業務（民間委託） 33,211 33,533

　○ 一般会計から簡易水道事業への繰入れ（財政健全化） 93,794 107,108

２　決算の規模

（１）業務量

（戸）

（㎥）

（㎥）

（㎥）

（人）

（％） 84.3

48,929

給 水 人 口 156,858 155,931

84.7

49,285

普 及 率

(44,913)

一 日 平 均 配 水 量

(45,090)

0.6

増　　　　減
率 （％）

0.5

0.5

0.7356

(△ 177)

927

0.4

数  値

352

81,193

Ⅹ　平成２８年度東広島市水道事業会計決算

(△ 0.4)

年 間 総 配 水 量

給 水 戸 数

（ う ち 県 用 水 ）

17,989,124

平成２８年度

72,774

平成２７年度

72,422

17,907,931

（単位：千円）
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35,517

△ 38,951

増　　　　減 

4,314,918 4,353,869

率（％）

0.7

△ 0.9

平成２８年度 平成２７年度

751,461

（２）収益的収入及び支出決算構成図

差     引

数   値

5,140,847 5,105,330

◎収益的収入及び支出 （単位：千円）

825,929

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

区     分

74,468

給水収益 83.2 %
( 4,276,788 )

総 額
5,1４0,847
( 100 % )

総 額
4,314,918
( 100 % )

受水費 52.5 %
( 2,265,090 )

減価償却費 22.6 %
( 975,357 )

収 入

支 出

補助金 2.7 %
( 141,271 )

分担金 3.4 %
( 174,636 )

委託料 4.8 % ( 208,577 )

支払利息 2.9 % ( 125,532 )

修繕費 2.3 % ( 97,506 )

動力費 1.9 % ( 84,126 )

長期前受金戻入 6.5 %
( 332,247 )

職員給与費 6.3 %
( 269,990 )

手数料 1.6 % ( 80,533 )
簡易水道収益 1.4 % ( 73,224 )
その他 1.2 ％ ( 62,148 )

工事負担金 1.1 % ( 47,841 ) 受託工事費 0.3 % ( 13,079 )
通信運搬費 0.5 ％ ( 22,884 ) 消費税 2.3 ％ ( 97,832 )
資産減耗費 0.4 % ( 18,698 ) その他 2.1 % ( 88,406 )
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◎資本的収入及び支出

区     分 平成２８年度

1,313,859資 本 的 支 出

資 本 的 収 入 561,478

1,819,011 △ 505,152

△ 1,539,890差     引 △ 752,381

279,121

（３）資本的収入及び支出決算構成図

平成２７年度

△ 27.8

増　　　　減 

率（％）

101.2

（単位：千円）

数   値

282,357

787,509

総 額
561,478
( 100 % )

総 額
1,313,859
( 100 % )

負担金 24.3 %
( 136,581 )

補助金 19.3 %
( 108,480 )

企業債 18.5 % 
( 103,700 )

出資金 2.3 %
( 12,827 )

配水管設備費 28.5 % 
( 374,671 )

支 出

収 入

企業債償還金 34.5 % 
( 452,851 )

上水道拡張費 17.0 % 
( 223,742 )

固定資産売却代金 35.6 %
( 199,890 )

投資 7.6 %
( 100,000 )

簡易水道拡張費 8.4 % 
( 110,602 )

施設整備費 3.2 % 
( 42,087 )

固定資産購入費 0.4 % ( 4,732 )
量水器費 0.3 % ( 4,483 )
リース債務 0.1 ％ ( 0,691 )
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１　決算の特徴

①下水道経営の健全化

　下水道サービスを継続して安定的に提供していくため、施設の維持管理費抑制、使用料等の収

納率向上のための滞納整理、未接続者への普及啓発活動に取り組みました。

（決算額） （最終予算額）

　○ 処理場管理業務 541,802 582,396

　○ 汚水施設管理業務 35,101 38,490

　○ 雨水施設管理業務 793 1,428

　○ 使用料徴収事務委託 80,349 85,198

　○ 水洗便所改造貸付金 4,420 12,000

②計画的、効率的な施設の建設と更新

　早期に未普及地域を解消するため、より明確に事業の選択と集中を行い、投資効果の高い地域

から、下水道への接続促進を図りながら面整備を実施しました。また、下水道サービスを継続し

て安定的に供給するため、施設の長寿命化対策を実施しました。

　○ 下水道未普及解消整備計画策定業務 7,506 7,506

　○ 汚水管渠実施設計業務 44,309 44,725

　○ 汚水管渠建設工事 961,837 1,049,072

　○ 工事負担金 22,839 42,000

　○ 長寿命化対策費 145,896 146,000

③災害に強い下水道の構築

　災害を未然に防止し、被害を最小限に食い止めるため、大雨時の浸水対策を実施しました。

　○ 雨水管渠実施設計業務 9,150 9,150

　○ 雨水管渠建設工事 36,724 39,186

２　決算の規模

（１）業務量

（㎥）

（㎥）

（ha）

（㎞）

（％）

19

（単位：千円）

汚 水 管 布 設 延 長 503

人 口 普 及 率 45.7 44.2

14,896,898 14,150,778

484

1.5

3.9

59 2.7

Ⅺ　平成２８年度東広島市下水道事業会計決算

増　　　　減

746,120

364,014

年 間 処 理 水 量 5.3

数  値 率 （％）
平成２８年度 平成２７年度

2.8

処 理 開 始 面 積

有 収 水 量 13,358,570 12,994,556

2,1552,214
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差     引 △ 346,376 - △ 346,376

皆増

下 水 道 事 業 費 用 5,001,509 - 5,001,509 皆増

下 水 道 事 業 収 益 4,655,133 - 4,655,133

（２）収益的収入及び支出決算構成図

◎収益的収入及び支出 （単位：千円）

区     分 平成２８年度 平成２７年度
増　　　　減 

数   値 率（％）

下水道使用料 60.6 %
(2,819,238)

総 額
4,655,133

(100 %)

総 額
5,001,509

(100 %)

減価償却費 51.4 %
(2,569,628)

委託料 13.2 %
(661,329)

特別損失 7.5 %
(375,070)

収 入

支 出

雨水処理負担金 3.9 %
(182,090)

他会計負担金 11.3 %
(524,797)

支払利息 11.7 %
(585,747)

修繕費 3.5 % 

(176,821)

動力費 2.6 % 
(131,759)

長期前受金戻入 23.7 %
(1,105,552)

他会計補助金 0.3 %  (15,699)
雑収益 0.2 %  ( 7,238)
その他営業収益 0.0 %  (     519)

薬品費 1.3 % (62,598) 手数料 0.7 % (34,401)
消費税 1.1 % (53,939) 負担金 0.2 % (10,424)
その他 0.7 % (35,329) 固定資産除却費 0.1 % (  2,704)
流域下水道管理負担金 0.8 % (40,312)

職員給与費 5.2 %
(261,448)
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資 本 的 収 入 1,647,962 - 1,647,962

差     引 △ 1,430,504 - △ 1,430,504

皆増

資 本 的 支 出 3,078,466 - 3,078,466 皆増

区     分 平成２８年度 平成２７年度
増　　　　減 

数   値 率（％）

（３）資本的収入及び支出決算構成図

◎資本的収入及び支出 （単位：千円）

総 額
1,647,962

(100 %)

総 額
3,078,466

(100 %)

企業債 55.5 %
(913,800)

出資金 11.2 %
(184,822)

補助金 21.2 % 
(349,423)

負担金 9.4 %
(155,180)

管渠建設事業費 42.0 % 
(1,294,585)

支 出

収 入

企業債償還金 50.1 % 
(1,542,769)

長期貸付金償還金 0.5 %
(8,421)

処理場建設事業費 4.4 % 
(134,100)

ポンプ場建設事業費 2.8 %
(86,288)

受益者負担金・分担金徴収業務費 0.3 % ( 7,870)
固定資産購入費 0.2 % ( 6,432)
水洗便所改造資金貸付金 0.1 % ( 4,420)
流域下水道整備費 0.1 % ( 2,002)

固定資産売却代金 2.2 %
(36,316)
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